2011道本部組織労働局発第286号
2011年５月20日

各　地方本部、単組・総支部執行委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　山　上　　　潔

2011男女平等産別統一闘争の推進について（２）
～2011男女平等産別統一闘争山場へ向けた取り組み～
　日頃のご活動に、心から敬意を表します。
　さて、「2011男女平等産別統一闘争」は、道本部第113回中央委員会（２月２日）での承認を経て、2011春闘の中で通年闘争としての統一要求書の提出・交渉を積極的に展開してきたところです。

　自治労中央本部は、６月24日を全国統一行動日とする産別統一闘争を提起しており、すでに道本部が提起している産別統一闘争時での「１単組・１企画」運動の取り組みとして、下記のとおり春闘期の積み残し課題の解決に向けた積極的な運動展開を図ることとします。
記

１．産別統一闘争期に向けた運動展開＜第113回中央委員会議案一部抜粋、一部補強＞
○道本部の取り組み

①　６月24日の全国統一行動日に向けて、機関紙「自治労北海道」特集号による啓発活動を行います。

②　地本と連携した学習・啓発の取り組みをめざします。

③　「男女がともに担う自治労北海道第３次計画」を着実に実践するための議論を深めます。
○地方本部の取り組み

①　「男女がともに担う地方本部推進委員会」が未設置の地方本部については、今年度内の設置を追求します。また、すでに設置済みの地方本部にあっては、形骸化することなくいっそうの取り組みの推進をめざします。

②　地本執行部は地本女性部・青年部などとの連携を強め、組織総体での取り組みを追求します。

③　闘争体制の強化に向けて、学習会の開催、単組・総支部代表者会議の開催をめざします。

④　６月24日の全国統一行動日に合わせ、単組との連携も含めて地方本部で「１地方本部・１企画」を実施し、推進をはかります。
○単組・総支部の取り組み

①　単組・総支部は女性部・青年部などとの連携を強め、組織総体での取り組みを追求します。

②　春闘期に「2011年度男女平等社会および職場における男女平等の実現に関する統一要求書」が提出できなかった単組は、あらためて全国統一行動に連動しての提出を追求します。
③　国・民間ですでに改正されている育児休業および介護休業制度が、自治体で改善されていない場合については、国・民間に準じた制度の改善を追求します。
　　すでに諸制度が改善されている自治体については、2010人事院の意見の申出に基づく臨時・非常勤等職員への適用の拡大を図ります。＜詳細については、『2011年度自治体労働者の賃金・労働条件に関する統一要求、2011年度男女平等社会および職場における男女平等の実現に関する統一要求の解説と交渉の手引き』（Ｐ．80～86）を参照願います＞
④　６月24日の全国統一行動日に合わせ、地方本部との連携も含めて「１単組・１企画」を実施し、推進をはかります。

ａ．組合員啓発の教宣紙の発行

ｂ．機関紙「自治労北海道」特集号などを活用した学習会の開催

ｃ．学習活動を通して身近な男女格差に関わる事例の掘り起こし（「男女平等産別統一闘争のてびき」、「レッツ・チャレンジ（改訂版）」などを活用）

ｄ．自治体職場における、男女雇用機会均等法および地公法13条（平等取扱の原則）違反事例のチェック

ｅ．「都道府県・市町村行動計画」・「特定（一般）事業主行動計画」の点検、またはその具体的な実施状況を検証（一般事業主については、2011年４月から101人以上の事業所にも「行動計画」策定が義務化されていることから、策定状況の把握と、すでに策定されている場合は実施状況を把握します）

ｆ．地域街宣・ビラ配布
ｇ．前記②および③の取り組み　　など

２．取り組みの集約
　各単組は、以下の報告票に記入のうえ、７月８日（金）までに地方本部へ報告することとします。各地方本部は、７月13日（水）までに道本部へ集約することとします。集約結果は、７月中～下旬に開催予定の男女がともに担う自治労北海道推進委員会で検証・議論することとします。
	


2011男女平等産別統一闘争　全国統一行動取り組み集約票

【単組→地方本部】　

	単組名
	
	記入者名
	

	取り組みをしたアルファベットを○で囲んでください。（複数選択可）

ａ． 組合員啓発の教宣紙の発行

ｂ． 機関紙「自治労北海道」特集号などを活用した学習会の開催

ｃ． 学習活動を通して身近な男女格差に関わる事例の掘り起こし

ｄ． 自治体職場における、男女雇用機会均等法および地公法13条（平等取扱の原則）違反事例のチェック

ｅ． 「都道府県・市町村行動計画」・「特定（一般）事業主行動計画」の点検、またはその具体的な実施状況を検証
ｆ． 地域街宣・ビラ配布

ｇ． 春闘期未取り組みの場合の要求書提出
ｈ． 育児・介護休業制度の改善、臨時・非常勤等職員への適用拡大の取り組み
ｉ． その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ｊ． 取り組みなし


地方本部報告期限：７月８日（金）
